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平成 25 年度年末・年始労働災害防止強化運動の実施について 

～年度後半の労働災害防止に向け対策を強化～ 

 
茨城労働局（局長 中村俊一）は年末・年始を含む年度後半の死亡災害を始め

とする労働災害の防止を徹底するため、『平成２５年度年末・年始労働災害防止強

化運動』を展開し、期間中の死亡災害及び休業災害の大幅な減少を呼びかけます。 
 

  ○道路貨物運送業で休業災害が大幅増加 
   （平成２４年同期に比較し、１５％の増加） 
 
  ○年度後半に死亡災害多発傾向 
   （平成２０年から平成２４年までの過去５年間をみると、年度後半に６割 

の死亡災害が発生） 
       

１ 茨城県内の労働災害発生状況 
 第１２次労働災害防止推進計画（５か年計画）の初年度となる本年１０月末の

労働災害発生状況は休業４日以上の労働災害は２，０９６人と、前年に比較し、

１５９人（７．１％）の減少となっており、順調なスタートを切っています。業

種別にみると、製造業は６０６人で、前年に比べ、８４人（１２．２％）、建設業

は２５９人で、前年に比べ、８３人（２４．３％）と両業種ともに大幅な減少と

なっています。しかし、道路貨物運送業については、２８３人で、前年に比べ、

３７人（１５％）の大幅な増加となっています。 
（別添資料№１） 

 また、死亡災害については、本年１０月末では２８人で、前年と比較し、５人

の減少となっています。しかし、第１１次労働災害防止計画期間中の平成２０年
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から平成２４年までの５か年の死亡災害の発生状況をみると、全体で１５９人の

死亡者数のうち、年末年始を含む年度後半に９４人と、全体の６割を占めており、

今後の死亡災害の発生が懸念されるところです。 
（別添資料№２） 

 

２ 実施期間 
平成２５年１２月１日から平成２６年１月３１日まで 

 

３ 実施事項 
（１）茨城労働局及び労働基準監督署の実施事項 

 ア 事業場に対する監督指導及び安全衛生パトロール等を実施し、労働災害の 

発生を未然に防止する。 

 イ 本運動の取組を推進するため、労働災害防止団体及び事業者団体等に対し 

て協力を要請する。 

 ウ 各種会議、集団指導等のあらゆる機会をとらえ、本運動の実施趣旨及び具 

体的実施事項について周知徹底を図る。 

 

（２）関係団体に要請する事項 

 ア 傘下の事業場に対する周知徹底 

 イ 自主的なパトロール等の実施 

 

（３）発注機関に要請する事項 

 ア 災害復旧工事等の適正な発注条件の確保 

 イ 受注業者に対する安全確保対策の徹底の指導 

 ウ 自主的なパトロールの実施 

 

（４）事業場の実施事項 

 ア 経営トップによる年末・年始の「災害発生ゼロ」に取り組む決意表明を行 

う。 

 イ 事業場の代表者等による職場内の安全衛生パトロールを実施する。 

 ウ リスクアセスメントの導入を促進し、自主的な安全衛生管理活動の活性化 

を図る。 

 エ ＫＹ（危険予知）活動、作業開始前ミーティング等を実施し、職場の 整理・ 

整頓・清掃・清潔（４Ｓ）を徹底する。 

 オ 各種作業主任者、就業制限業務等における資格を確認し、選任や配置状況 

に応じた資格者の充足を行う。 
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 カ 非定常作業の洗い出しと、非定常作業における災害防止対策の見直しを行 

う。 

 キ 機械設備に係る定期自主検査及び作業前点検を実施し、はさまれ・巻き込 

まれ災害等の防止を図る。 

 ク 火気の点検、確認等、火気管理を強化する。 

 ケ 交通労働災害防止ガイドラインに基づく各種項目を点検し、当該対策を推 

進する。 

 コ 健康的な生活習慣(睡眠や飲酒)等、生活リズムに関する健康指導を実施す 

る。(メンタルヘルス対策及び過重労働による健康障害防止対策) 

 サ 腰痛予防対策や受動喫煙防止対策を推進する。 

 シ 安全衛生旗の掲揚及び年末年始無災害運動ポスター、のぼり等を掲示する。 

 ス その他、労働安全衛生の意識高揚のための活動を実施する。 

 



 （平成25年10月末現在）
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災害発生状況の前年との増減 (休業4日以上)
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計
全業種 11 9 13 12 9 11 10 16 16 20 10 22 159
建設業 5 2 5 2 1 2 5 7 7 8 0 7 51
道路貨物運送業 2 0 1 3 0 1 1 2 0 3 4 3 20
製造業 2 3 6 1 1 1 0 3 5 4 2 4 32
小売業 0 2 0 1 2 1 0 1 0 3 2 1 13

159

（注）平成２０年から平成２４年までの５年間に発生した死亡災害を月別に集計したもの。

年度下半期の死亡災害：９４件（59.1％）年度上半期の死亡災害：６５件（40.9％）

11

9

13
12

9

11
10

16 16

20

5

2

5

2

1

2

5

7 7

8

0

7

2

3

6

1 1 1

0

3

5

4

2

4

10

22

0

5

10

15

20

25

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

全業種

建設業

道路貨物運送業

製造業

小売業

月別死亡災害発生状況　（茨城県内） 資料№2



　　　　　　　　　　　　死傷者数（休業4日以上）の推移  （茨城）
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（注）１．資料出所：「労働者死傷病報告」
       ２．(  ) 内は、割合（％）を示す。
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 　　　         　死亡者数の推移（茨城）
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